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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期

第３四半期累計期間
第36期

第３四半期累計期間
第35期

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成28年６月30日

自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日

自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日

売上高 (千円) 2,459,891 2,562,527 3,528,856

経常利益 (千円) 186,689 73,928 384,991

四半期(当期)純利益 (千円) 137,505 49,615 310,457

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,495,461 1,506,090 1,495,461

発行済株式総数 (株) 67,842,560 67,974,560 67,842,560

純資産額 (千円) 6,911,671 7,012,654 7,085,255

総資産額 (千円) 7,456,426 8,051,323 7,808,214

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.03 0.73 4.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 2.02 0.73 4.57

１株当たり配当額 (円) ― ― 2.00

自己資本比率 (％) 92.33 86.89 90.39
 

　

回次
第35期

第３四半期会計期間
第36期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金
額（△）

(円) 1.31 △0.43

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、保有する関連会社が利益基準及び剰余金基準からみて重要性

の乏しい関連会社であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期会計期間において、休眠会社であった子会社 株式会社アライアンステクノロジーの事業を開始し

ましたが、現時点では重要性が乏しいため、非連結子会社としております。　

この結果、当四半期会計期間の末日現在では、当社グループは、当社、非連結子会社３社、持分法非適用関連会社

１社及びその他の関係会社２社で構成されております。　
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（平成28年10月１日～平成29年６月30日）におけるわが国の経済は、政府による経済政

策、緩和的な金融環境、中国景気の安定や米国景気の堅調さを背景とした海外市場の拡大継続により景気は緩やか

な回復基調にあるものの、米国政権交代の影響、英国のEU離脱問題、東アジアの不安定な情勢を受け、引き続き不

透明感が残る状況で推移いたしました。

当社が属する情報サービス産業におきましては、政府が推奨する第４次産業革命が進んでおり、IoT、ビッグデー

タ、人工知能等による新たな可能性に一層の期待が集まっております。

　このような環境下、当社は、既存事業である賃貸不動産業界におけるシステム開発案件を積極的に受注するとと

もに、IoT子会社による新規事業への進出準備を並行して進めるなど、その事業基盤を強固にするべく努めてまいり

ました。

　これらの結果、当第３四半期累計期間における売上高は、前年同四半期に比して102百万円（4.2％）増加し2,562

百万円、営業利益は前年同四半期に比して109百万円（48.7％）減少し115百万円となりました。また、経常利益は

前年同四半期に比して112百万円（60.4％）減少し73百万円、四半期純利益は前年同四半期に比して87百万円

（63.9％）減少し49百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　システムソリューション事業

Web技術をベースとするシステム開発に強みを持ち、不動産分野、情報通信分野、生損保分野、教育分野等のお

客様に対して長年にわたってシステム開発及びソリューションサービスを提供することに加え、賃貸不動産情報

サイトの運営を行っております。

当第３四半期累計期間におきましては、賃貸不動産業界におけるシステム開発の大型案件について、上流開発

工程であるコンサルティング業務及びシステム開発業務に注力いたしましたが、一部案件の受注がずれ込んだこ

とにより、売上高及び利益が伸び悩みました。

これらにより、システムソリューション事業の売上高は、前年同四半期に比して196百万円（12.0％）増加し

1,838百万円、セグメント利益は前年同四半期に比して73百万円（25.1％）増加し368百万円となりました。

 
   ②　マーケティング事業

日本におけるWebマーケティングサービス開始初期から培ってきた技術・ノウハウを活かし、大手企業を中心と

したお客様に対して、Webマーケティングにおけるコンサルティングを中心に、そこから派生するシステム開発を

含むソリューションサービスの提供を行っております。

当第３四半期累計期間におきましては、マーケティングに対する手法の多様化や他社との競合により、利益率

の高い案件契約更新につながらず、Webマーケティング・コンサルティング分野は引き続き厳しい状況が続きまし

た。開発案件の原価を低減するため、一部外注費の見直し等を行いましたが、利益率の低下を抑制することがで

きませんでした。

これらにより、マーケティング事業の売上高は、前年同四半期に比して92百万円（11.1％）減少し741百万円、

セグメント損失は49百万円（前年同四半期はセグメント利益112百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ243百万円増加し、8,051百万円となりまし

た。これは主に、配当金の支払い等により現金及び預金が減少した一方で、仕掛品が増加、無形固定資産（その

他）が増加、及び投資その他の資産（その他）が増加したこと等によるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ315百万円増加し、1,038百万円となりました。これは主に、社債発行による増

加によるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ72百万円減少し、7,012百万円となりました。これは主に、剰余金の配当に伴

う利益剰余金の減少等によるものであります。　

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,974,560 67,974,560
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 67,974,560 67,974,560 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に　　

より発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

　第４回新株予約権

決議年月日 平成29年３月31日

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　 14,273 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　 　　 　1,427,300 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　 　　 　１株当たり150 (注)２

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　
　　　　　　　自　平成31年１月１日

　　　　　　　至　平成35年４月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

　　　 発行価格　　１株当たり 150
　　　 資本組入額　１株当たり 75
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新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の平成30年９月期から平成33
年９月期までのいずれかの期における営業利益が、
下記(a)または(b)に掲げる水準を満たしている場合
に限り、各新株予約権者に割当てられた本新株予約
権のうち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可
能割合」という。）の個数を限度として、当該営業
利益の水準を最初に充たした、有価証券報告書の提
出日の翌月１日から行使することができる。

（a）営業利益が700百万円を超過した場合　：　行使
可　
　　 能割合　 10％
（b）営業利益が900百万円を超過した場合　：　行使可
　　 能割合　100％
なお、上記における営業利益の判定においては、当
社の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結
損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）
における営業利益を参照するものとし、国際財務報
告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要
な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取
締役会で定めるものとする。また、行使可能割合の
計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株
予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これ
を切り捨てた数とする。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において
も、当社または当社関係会社の取締役、監査役また
は従業員であることを要する。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は
認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総
数が当該時点における発行可能株式総数を超過する
こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行う
ことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな
い。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の決議による承
認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３
 

 

（注）１ 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という）は100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式1,427,300

株とし、上記により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権

の数を乗じた数とする。

２ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金150円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 １　　　　　　

　　　　  調整後行使価額＝調整前行使価額×―――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 新規発行株式数×１株あたり払込金額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行前の１株あたりの時価

　　　　  調整後行使価額＝調整前行使価額×――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数　

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　 新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　 再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）１に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3)に従って決定さ

れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

－ 67,974 － 1,506,090 － 202,908
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 31,700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

67,937,000
679,370 ―

単元未満株式
普通株式

5,860
― ―

発行済株式総数 67,974,560 ― ―

総株主の議決権 ― 679,370 ―
 

(注) １　１単元の株式数は100株であります。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,700株(議決権57個)含まれて　　

おります。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社システムソフト

東京都千代田区紀尾井町
４番１号

31,700 ― 31,700 0.04

計 ― 31,700 ― 31,700 0.04
 

(注)　当第３四半期会計期間末における所有自己株式数は、31,719株であります。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 会長 代表取締役 執行役員社長 吉　尾　春　樹 平成29年１月１日

代表取締役 執行役員社長 取締役 ― 岡　部　正　寛 平成29年１月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年10月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年９月30日)
当第３四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,673,656 2,030,678

  受取手形及び売掛金 1,400,392 1,512,419

  仕掛品 15,171 149,209

  繰延税金資産 135,095 132,496

  その他 26,541 103,288

  流動資産合計 4,250,856 3,928,092

 固定資産   

  有形固定資産 84,410 73,187

  無形固定資産   

   のれん 2,590,088 2,458,918

   その他 107,801 462,709

   無形固定資産合計 2,697,889 2,921,627

  投資その他の資産   

   長期前払費用 556,510 536,860

   その他 218,546 591,554

   投資その他の資産合計 775,057 1,128,415

  固定資産合計 3,557,357 4,123,231

 資産合計 7,808,214 8,051,323

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 288,165 340,009

  1年内償還予定の社債 - 40,000

  未払法人税等 61,992 -

  賞与引当金 46,099 27,141

  その他 114,048 77,563

  流動負債合計 510,305 484,714

 固定負債   

  社債 - 360,000

  繰延税金負債 914 2,209

  退職給付引当金 184,713 169,492

  資産除去債務 17,245 17,382

  その他 9,779 4,869

  固定負債合計 212,652 553,954

 負債合計 722,958 1,038,668
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年９月30日)
当第３四半期会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,495,461 1,506,090

  資本剰余金 4,251,663 4,262,292

  利益剰余金 1,316,847 1,230,840

  自己株式 △8,046 △8,046

  株主資本合計 7,055,925 6,991,176

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,073 5,007

  評価・換算差額等合計 2,073 5,007

 新株予約権 27,257 16,471

 純資産合計 7,085,255 7,012,654

負債純資産合計 7,808,214 8,051,323
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,459,891 2,562,527

売上原価 1,664,883 1,864,000

売上総利益 795,007 698,527

販売費及び一般管理費 570,630 583,417

営業利益 224,377 115,109

営業外収益   

 受取利息 382 3,118

 受取配当金 390 384

 その他 636 237

 営業外収益合計 1,409 3,739

営業外費用   

 社債発行費 - 10,834

 支払手数料 11,139 18,340

 市場変更費用 18,625 1,735

 その他 9,331 14,010

 営業外費用合計 39,096 44,920

経常利益 186,689 73,928

特別損失   

 固定資産除却損 137 -

 特別損失合計 137 -

税引前四半期純利益 186,552 73,928

法人税、住民税及び事業税 40,375 21,714

法人税等調整額 8,670 2,599

法人税等合計 49,046 24,313

四半期純利益 137,505 49,615
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【注記事項】

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。　

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

　

 
前第３四半期累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 120,639千円 142,046千円

のれんの償却額 132,694 131,170
 

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自　平成27年10月１日　至　平成28年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月27日
取締役会

普通株式 135,542 2 平成27年９月30日 平成27年12月11日 利益剰余金
 

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間(自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月25日
取締役会

普通株式 135,621 2 平成28年９月30日 平成28年11月29日 利益剰余金
 

　

(持分法損益等)

当社が有しているすべての関連会社は利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記

載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自　平成27年10月１日　至　平成28年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
システム

ソリューション事業
マーケティング事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,626,556 833,334 2,459,891

セグメント間の内部売上高
又は振替高

15,430 ― 15,430

計 1,641,986 833,334 2,475,321

セグメント利益 294,297 112,398 406,695
 

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 406,695

のれんの償却額 △132,694

全社費用(注) △49,624

四半期損益計算書の営業利益 224,377
 

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間(自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
システム

ソリューション事業
マーケティング事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,823,688 738,838 2,562,527

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14,696 2,277 16,973

計 1,838,385 741,115 2,579,500

セグメント利益 368,125 △49,464 318,661
 

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 318,661

のれんの償却額 △131,170

全社費用(注) △72,381

四半期損益計算書の営業利益 115,109
 

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年10月１日
至　平成28年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 2円03銭 0円73銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 137,505 49,615

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 137,505 49,615

普通株式の期中平均株式数(株) 67,795,955 67,920,938

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2円02銭 0円73銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 133,867 106,692

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月10日

株式会社システムソフト

取締役会　御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　田　　尻　　慶　　太　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　渡　　邊　　　　　誠　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社システ

ムソフトの平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第36期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年10月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムソフトの平成29年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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